


は じ め に

　新型コロナウイルスの拡大から３年が経とうとする中、長期化する新型コロナウイ

ルス感染症の影響に加え、ロシアによるウクライナ侵略や円安による物価の高騰など、

中小企業・小規模事業者にとっては厳しい経営環境が続いています。

　日本国経済の回復が見えず、潜在的な問題であった国力の低下が一気に表面化し、

景気後退と物価高騰が同時に起こるスタグフレーションの瀬戸際にありつつも明確な

解決策は見当たりません。

　人口が減少し続けている和歌山県において、中小企業・小規模事業者が現在のビジ

ネス力を維持するためには、「生産性の改善」と「創造的な人材の育成」が重要になっ

てきます。

　このような情勢の下で、和歌山県内の中小・小規模事業者の労働事情を適格に把握

し、適正な労働対策を樹立することを目的に、中小企業労働事情実態調査を実施しま

した。

　本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握の基礎資料となり、今後の中小企

業の労働問題の解決の一助となれば幸いです。

　本調査の実施に際し、ご多忙中にもかかわらずご協力頂きました関係組合並びに調

査対象事業所の方々に厚く御礼申し上げますとともに、今後益々のご発展を祈念申し

上げます。

　令和５年２月

                      　　　 　　　　　　　　和歌山県中小企業団体中央会　

                              　　　 　　　　会　長　　玉　置　　　篤
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Ⅰ．調 査 の あ ら ま し

１．調査目的
　この調査は、和歌山県における中小企業の労働事情を的確に把握し、適切な中小
企業対策の樹立並びに時宜を得た労働支援方針の策定に資することを目的とする。

２．調査時点
　　　令和４年７月１日

３．調査対象
調査対象は、食料品・繊維関係・木製品・印刷物・土石製品・化学製品・金属

製品など製造業のほか、非製造業として運輸・建設・卸売・小売・サービスなど
幅広い業種から、従業員数３００人以下の中小企業８００事業所を無作為に抽出
して調査を行った。

４．調査方法
　調査対象事業所の選定を組合に依頼し、調査対象先となった事業者に調査票を
郵送し、回答を求めた。なお、調査については、全国中小企業団体中央会が作成
した統一様式の調査票を用いて行った。

５．調査内容
１）現在の従業員数について　　　　７）人材育成と教育訓練について
２）経営について　　　　　　　　　８）原材料費、人件費アップ等に対する
３）従業員の労働時間について　　　　　販売価格への転嫁の状況
４）従業員の有給休暇について　　　９）賃金改定について
５）従業員の採用について　　　　　10）労働組合の有無について
６）育児・介護休業制度について　　

業　　　種 調査対象事業所数
製　造　業 ３８５
運　輸　業 ２０
建　設　業 １６２
卸　売　業 １５
小　売　業 ８０
サービス業 １３８
合　　　計 ８００
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Ⅱ． 回 答 事 業 所 の 概 要

１．回答事業所の業種別・内訳
　有効回答のあった事業所の内訳は、製造業３８５事業所に調査票を送付し１７４
事業所からの回答を得た。また、非製造業については、４１５事業所に調査票を送
付し２２３事業所からの回答を得ることができ、県全体での回収率は４９．６％と
なった。
　なお、４０９事業者から回答あったが、調査対象条件や有効記入率の未達などの
原因により１２事業者が無効となった。

図表１　回答事業所の業種別・内訳

２．回答事業所の従業員規模別・内訳
　回答のあった事業所の従業員規模の内訳は、「１～９人」が５０．１％と最も高く、
全国値と比較しても従業員が少ない事業所からの回答率が高い結果となった。
	 	 	 	 	
図表２　回答事業所の従業員規模別・内訳

３．回答事業所の男女別・従業員合計数
　和歌山県の従業員の男女比率は、男性７１．４％、女性２８．６％で全国値と少し
異なる結果であったが、製造業の比率だけでみると全国とほぼ同じ比率となってい
る。また、昨年度の有効回答数が４０４件で今回の３９７件と大差がないにも関わ
らず、実数合計をみると前年合計数から大きく減少した結果となっている。

調査数 回答数 回答率
製　造　業 385 174 45.2%
非 製 造 業 415 223 53.7%
和 歌 山 県 800 397 49.6%

 1 ～ 9 人 10 ～ 29 人 30 ～ 99 人 100 ～ 300 人 計
製　造　業 68 60 34 12 174
非 製 造 業 131 63 25 4 223
和 歌 山 県 199 123 59 16 397
比　　　　率 50.1% 31.0% 14.9% 4.0% 100%
全 国 比 率 34.4% 34.4% 24.0% 7.1% 100%



− 3−

図表３　回答事業所の男女別・従業員合計数

４．回答事業所の業種別・従業員の雇用形態
　和歌山県全体で雇用形態の比率を全国比率と比較してみると大きな差がないこと
が分かる。しかし、細かく業種別に全国データと比較してみたところ、食料品の正
社員が５８．４％（全国）、パートタイマーが３０．６％（全国）、サービス業の正社
員が５７．２％（全国）となっており若干の差が出ていた。	
	 	 	 	 	
図表４　回答事業所の業種別・従業員の雇用形態比率

男性合計 女性合計 実数合計 前年合計

製  造  業
合計数 3,477 1,604 5,081 5,617
比　率 68.4% 31.6% 100 －

非 製 造 業
合計数 2,695 867 3,562 4,618
比　率 75.7% 24.3% 100% －

和 歌 山 県
合計数 6,172 2,471 8,643 10,235
比　率 71.4% 28.6% 100% －

全　　　　国 比　率 68.2% 31.8% 100% －

業種別 事業所数 正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他 実数合計

製

造

業

製造業計 174 76.5% 13.8% 2.5% 4.4% 2.9% 100%

食料品 31 68.7% 20.7% 3.6% 3.4% 3.5% 100%

繊維工業 22 72.8% 24.4% 0.0% 2.1% 0.6% 100%

木材・木製品 28 74.9% 7.3% 1.7% 5.4% 10.7% 100%

印刷・同関連 11 87.4% 9.0% 0.0% 3.6% 0.0% 100%

窯業・土石 18 77.0% 9.0% 0.3% 4.4% 9.3% 100%

化学工業 9 92.8% 1.9% 0.9% 4.1% 0.2% 100%

金属、同製品 17 75.1% 6.3% 9.1% 6.7% 2.8% 100%

機械器具 12 82.4% 6.1% 2.8% 6.1% 2.6% 100%

その他 26 68.2% 28.4% 0.0% 3.5% 0.0% 100%

非

製

造

業

非製造業計 223 73.7% 19.9% 0.3% 4.3% 1.8% 100%

運輸業 8 65.2% 26.4% 0.0% 7.4% 1.0% 100%

建設業 91 88.7% 5.7% 0.6% 2.4% 2.6% 100%

卸・小売業 40 66.9% 26.8% 0.2% 3.1% 3.1% 100%

サービス業 84 64.4% 29.1% 0.2% 5.5% 0.7% 100%

和 歌 山 県 397 75.3% 16.4% 1.6% 4.3% 2.4% 100%

全　　国 18,803 75.4% 14.6% 2.3% 5.8% 5.8% 100%
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Ⅲ． 調 査 結 果 の 概 要

１．経営状況について
		（１）経営状況の推移	 	 	 	 	 	
　１年前と比較した経営状況は、全国の状況と比較すると「良い」とした回答率が
低い結果となっている。
　ただし、昨年度の調査結果では、「良い」の回答率が和歌山県で９．０％、全国で
１５．７％だったことから、和歌山県は全国から少し遅れて回復していると思われ
る。また、昨年度の「悪い」とする回答は全国・和歌山県ともに約４１％だったた
め、この点からも和歌山県の回復傾向が推察される。
	 	 	 	 	 	
図表１－１①　経営状況の推移（和歌山県）　　　　　 　  　　　　　　　 　（％）

図表１－１②　経営状況の推移（全国）　　 　　　　  　　　　　　　　 　　（％）
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		（２）業種別にみた経営状況の推移	 	 	 	 	 	
　１年前と比較した経営状況を業種別にみると下図の結果となっている。
　昨年度の調査では、食料品、窯業・土石、機械器具の業界で「良い」という回答
が無かったため、各業種とも回復傾向にあることが分かる。
　しかし、昨年度の調査結果では、２７．３％で「良い」と回答のあった化学工業
が今回の調査では０％になり、悪いとする回答も１８．２％から５５．６％に増加し
ているため、和歌山県の化学工業は景気低迷にあることが推察される。
　また、化学工業と建設業を除いた全業種で１年前と比較した経営状況を「良い」
とする回答が昨年より増加している。

図表１－２　業種別にみた経営状況の推移　　　　　  　　　　　　　　　　 （％）
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		（３）今後の方針	 	 	 	 	 	 	 	
　現在行っている主要な事業の今後の方針について、昨年度の調査結果と比較する
と「強化拡大」という回答率が全国では製造業・非製造業ともに増加しているのに
対し、和歌山県では製造業・非製造業ともに減少している。
　特に、非製造業での「強化拡大」という回答率は、昨年度では全国・和歌山県と
もに２３．５％であったのに対し、今回の調査では１７．２％と和歌山県は大きく減
少する結果となった。

図表１－３①　今後の方針（和歌山県）　　　　　　　　　 　  （％）

図表１－３②　今後の方針（全国）　　　　　 　　　 　（％）
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		（４）業種別にみた今後の方針
　現在行っている主要な事業の今後の方針について、業種別にみると下図の結果と
なり、業種毎に差はあるが全国の業種別と比較してみると、大きくは変わらない回
答割合であった。
　ただし、卸・小売業でみると「強化拡大」が１２．５％（和歌山）、２８．８％（全国）、
「縮小廃止等」が１７．５（和歌山）、９．１％（全国）となっているため、和歌山
県では小売業の縮小廃止が進んでいるのかもしれない。

図表１－４　業種別にみた今後の方針  　　　　　　　　　　　　  （％）
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		（５）経営上の障害	 	 	 	 	 	
　厳しい経済環境の中で企業が抱えている経営上の障害は、「光熱費・原材料・仕入
品の高騰」と回答した事業所が最も多く５５．４％、次いで「人材不足（質の不足）」
とする事業所が４０．４％、「販売不振・受注の減少」が３１．９％、「労働力不足（量
の不足）」が２９．５％、「同業他社との競争激化」が１８．４％という結果となった。
　過去２年間の経営の障害・上位５項目と比較すると、「光熱費・原材料・仕入品の
高騰」が５５．４％と大きく増加しており、光熱費が追加されているものの原価が急
激に上昇していることが推察される。
	 	 	 	 	

図表１－５①　経営の障害（複数回答）　 （％）

図表１－５②　過去２年間の経営の障害・上位５項目

		

令和２年
販売不振・ 
受注の減少

 人材不足 
（質の不足）

原材料・仕 
入品の高騰

労働力不足
（量の不足）

人件費の
増　　大

51.6％ 41.0％ 23.1％ 19.2％ 17.9

令和３年
 人材不足 
（質の不足）

原材料・仕 
入品の高騰

販売不振・ 
受注の減少

労働力不足
（量の不足）

同業他社と
の競争激化

43.0％ 38.7％ 37.4％ 27.0％ 26.7％
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		（６）業種別にみた経営上の障害	 	 	 	 	 	 	
　経営上の障害を業種別にみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」
が最も多く７１．５％、次いで「販売不振・受注の減少」が３９．０％、「人材不足（質
の不足）」が３８．４％、という結果となった。
　非製造業でも「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最も多く４２．５％、次いで「人
材不足（質の不足）」が４２．１％、「労働力不足（量の不足）」が３４．１％という
結果となった。
　全国の集計結果では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最も多く５５．４％、
次いで「人材不足（質の不足）」が４７．８％、「労働力不足（量の不足）」が
３５．８％という結果である。
　令和４年７月時点においても「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が地域や業種に
関係なく大きな障害になっていると推察される。

図表１－６　業種別にみた経営の障害（複数回答） （％）
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		（７）経営上の強み
　経営上の強みでは「技術力･製品開発力」と回答した事業所が最も多く２７．５％、
次いで「製品 ･サービスの独自性」が２４．５％、「組織の機動力・柔軟性」が
２３．５％、「製品の品質・精度の高さ」と「顧客への納品・サービスの速さ」が
２２．１％という結果となった。
　過去２年間の経営の障害・上位５項目と比較すると、上位項目に変動はないものの
「顧客への納品・サービスの速さ」の順位が年々下がっている結果となった。	

図表１－７①　経営上の強み（複数回答） （％）

図表１－７②　過去２年間の経営上の強み・上位５項目

令和２年
製品 ･サービ
スの独自性

顧客への納品・
サービスの速さ

組織の機動
力・柔軟性

技術力 ･製品
開発力

製品の品質・
精度の高さ

29.5％ 29.2％ 25.9％ 24.3％ 23.3％

令和３年
製品 ･サービ
スの独自性

技術力 ･製品
開発力

顧客への納品・
サービスの速さ

組織の機動
力・柔軟性

商品・サービス
の質の高さ

28.5％ 28.2％ 26.2％ 23.8％ 22.1％
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		（８）業種別にみた経営上の強み	
　経営上の強みを業種別にみると、製造業では「製品 ･サービスの独自性」が最も
多く３５．３％、次いで「製品の品質・精度の高さ」が３４．１％、「技術力・製品
開発力」が２９．４％となり昨年度とほぼ同じ結果となった。
　非製造業では「組織の機動力・柔軟性」が最も多く３１．７％、次いで「技術力・
製品開発力」が２５．９％、「商品・サービスの質の高さ」が２４．４％となり昨年
度とほぼ同じ結果となった。
　なお、全国での集計結果では、「技術力・製品開発力」が最も多く２６．９％、
次いで「顧客への納品・サービスの速さ」が２５．８％、「製品・サービスの独自性」
「組織の機動力・柔軟性」と続くが、和歌山県の集計結果と顕著な差はみられなかった。

図表１－８　業種別にみた経営上の強み（複数回答）　　　　　　　　　    （％）

製造業　　　非製造業
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２．従業員の労働時間
		（１）週所定労働時間	 	 	 	 	 	
　週所定労働時間が「４０時間以下」を達成している事業所は８７．２％で、未達
成事業所が１２．８％あり、未達成割合が全国の８．４％と比較しても多い結果と
なった。また、この結果は昨年度の調査結果とほぼ同じ割合で、昨年度から全体的
な所定労働時間の短縮はあまり進んでいないと推察される。
　業種別にみると、製造業では９３．５％が、非製造業では８２．２％が４０時間以
下となっており、製造業の方が労働時間の短い結果となった。
　従業員規模別では、規模が大きくなるほど「週４０時間以下」が定着していると
いう結果となった。

※特現在、労働基準法で４０時間超４４時間以下が認められているのは、１０
人未満の商業・サービス業等の特例事業所のみ
※「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻まで
の時間から休憩時間を差し引いた時間

図表２－１　週所定労働時間  （％）



− 13−

		（２）業種別にみた週所定労働時間	 	 	 	
　週所定労働時間が４０時間を超えている事業所で、割合が高い業種として「卸・
小売業」の３８．９％、「その他の製造業」の１５．４％、続いて「建設業」の１４．９％
という結果となった。
　「卸・小売業」は回答の８割以上が小売業であるため、小売業に週所定労働時間
が４０時間を超えている事業所が多いと推察される。
　また、全国の業種別調査結果をみても「小売業」で週所定労働時間が４０時間を
超えている回答が２１．９％となっており、全国の調査結果でも最も所定労働時間
が長い業種となっている。

図表２－２　業種別にみた週所定労働時間   （％）
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		（３）月平均残業時間
　月平均残業時間は、「０時間（残業無し）」及び「１～１０時間未満」と回答した
事業所が６７．８％を占めており、従業員１人あたりの月平均残業時間をみると８．３７
時間であり、全国平均の１０．５２時間より短い結果となった。
　昨年度の月平均残業時間と比較すると、和歌山県は約１時間短くなっており、逆
に全国では約０．５時間長くなっている。
　業種別では、製造業で「２０時間以上」の残業を行っている事業所が１５．０％、
非製造業では１４．１％という結果となった。
　従業員規模別にみると１００～３００人の事業所で１０時間未満の回答が
４３．８％であるが、昨年度は８１．２％であったため、規模の大きい事業所では残
業時間が増加傾向にあると推察される。

図表２－３　月平均残業時間 （％）

0 時間　　　　　　　 １～10 時間未満　　　10～20 時間未満

20～30 時間未満　　　30～50 時間未満　　　50 時間以上　　　
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３．従業員の有給休暇
		（１）年次有給休暇の平均付与日数	 	 	 	 	 	
　年次有給休暇の平均付与日数は「１５～２０日未満」が４６．３％と最も多く、
次いで「１０～１５日未満」が２４．１％という結果となった。また、従業員１人
当たりの平均付与日数は１５．５日となっている。
　業種別に従業員１人当たりの平均付与日数を確認したところ、どの業種も１５日
～１７日になっており、突出して多い業種や少ない業種はなかった。
　全国の調査結果では「１５～２０日未満」が５１．５％、「１０～１５日」が
１８．８％となっており若干和歌山県と異なっているが、従業員１人当たりの平均
付与日数では１５．９日となっておりほぼ同じ結果となっている。	 	 	

図表３－１　従業員の有給休暇 （％）
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		（２）年次有給休暇の平均取得日数
　年次有給休暇の平均取得日数は「５～１０日未満」が４９．１％と最も多く、次
いで「１０～１５日未満」が３４．０％という結果となった。また、従業員１人当
たりの平均取得日数は８．５日となっている。
　業種別に従業員１人当たりの平均取得日数を確認したところ、最も多い業種で
１４．１日、最も少ない業種で７．０日になっており、若干差のある結果となった。
　全国の調査結果では「５～１０日未満」が４８．９％、「１０～１５日」が
３５．１％となっており和歌山県とほぼ同じ結果であった。また、従業員１人当た
りの平均付与日数でも８．９日となっておりほぼ同じ結果となっている。

図表３－２　年次有給休暇の平均取得日数 （％）
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４．従業員の採用計画
		（１）令和３年度における従業員の採用計画	
　令和３年度に従業員の採用計画を行ったかという設問に「新卒採用を行った」と
回答した事業所は１５．９％であり、全国の２２．４％と比較して低い結果となった。
　また、「中途採用を行った」と回答した事業所は３７．８％であり、こちらも全国
の４７．６％と比較して低い結果となっている。
　新卒・中途を問わず採用計画があった事業所は、和歌山県で４２．４％、製造業
で４５．５％、非製造業では４０．１％であり、全国の５４．０％に対して全て低い
結果となった。
　本項目の調査では、新卒採用と中途採用の両方を行っている事業者があるため、
１００％を超える部分が両方を採用した事業者の割合となる。	

図表４－１　令和３年度における従業員の採用計画 （％）
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		（２）新卒採用者の初任給	 	 	 	 	 	 	
　令和３年度に従業員の採用計画を行ったかという設問に「新卒採用を行った」と
回答した事業所における新卒採用者の学歴・技術・事務別の平均初任給は以下の結
果となった。

新卒採用者の初任給（単純平均：高校卒）

新卒採用者の初任給（単純平均：専門学校卒）

新卒採用者の初任給（単純平均：短大卒（含高専））

新卒採用者の初任給（単純平均：大学卒）

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 1,488 174,927 － 368 167,934 －

和歌山県 24 175,906 100.6 8 165,634 98.6

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 501 185,573 － 125 181,847 －

和歌山県 7 189,721 102.2 4 195,349 107.4

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 127 182,237 － 59 182,269 －

和歌山県 1 188,600 103.5 1 165,000 90.5

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 807 203,354 － 441 200,539 －

和歌山県 10 205,990 101.3 7 195,583 97.5
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		（３）中途採用者の初回支給額	 	 	 	 	 	
　令和３年度に従業員の採用計画を行ったかという設問に「中途採用を行った」と
回答した事業所における中途採用者の学歴・技術・事務別の平均初回支給額は以下
の結果となった。

中途採用者の初回支給額（単純平均：高校卒）

中途採用者の初回支給額（単純平均：専門学校卒）

中途採用者の初回支給額（単純平均：短大卒（含高専））

中途採用者の初回支給額（単純平均：大学卒）

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 2,618 212,357 － 1,128 191,892 －

和歌山県 38 221,496 104.4 19 170,815 89.0

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 521 220,156 － 316 207,005 －

和歌山県 4 234,693 106.6 3 225,012 108.7

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 180 210,423 － 168 196,379 －

和歌山県 4 193,337 91.9 － － －

技術系 事務系

事業所数 初任給 格差 事業所数 初任給 格差

全　　国 962 238,334 － 805 237,953 －

和歌山県 14 241,420 101.3 7 224,147 94.2
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			（４）中途採用を行った従業員の年齢層	 	 	 	 	 	
　令和３年度に従業員の採用計画を行ったかという設問に「中途採用を行った」と
回答した事業所における中途採用者の年齢層は以下の結果となった。
　和歌山県では「２５ ～ ３４歳」が４９．６％と最も多く、次いで「２５歳以下」
が３６．２％、「３５ ～ ４４歳」が３４．０％であったのに対し、全国では「２５
～ ３４歳」が４６．８％と最も多く、次いで「３５ ～ ４４歳」が４１．２％、「４５
～ ５５歳」が３４．１％となっており、和歌山県での中途採用は「２５歳以下」の
採用が全国比でみると多い結果となった。

図表４－４　中途採用を行った従業員の年齢層　　　　

業　種　別

事
務
所
数

２５
歳
以
下

２５
～
３４
歳

３５
～
４４
歳

４５
～
５５
歳

５６ 
～
５９
歳

６０
歳
以
上

全　　　国 8,464
2,301 3,961 3,490 2,884 909 942

27.2% 46.8% 41.2% 34.1% 10.7% 11.1%

和 歌 山 県 141
51 70 48 40 14 15

36.2% 49.6% 34.0% 28.4% 9.9% 10.6%

製

造

業

　製造業　計 63 22 31 19 14 6 4

　　食料品 6 4 3 3 3 0 0

　　繊維工業 9 3 5 2 1 1 1

　　木材・木製品 7 6 3 2 1 0 0

　　印刷・同関連 5 0 3 1 1 0 0

　　窯業・土石 6 0 2 3 4 1 1

　　化学工業 3 1 2 2 0 0 0

　　金属、同製品 10 3 6 1 2 1 1

　　機械器具 6 2 4 2 1 0 0

　　その他 11 3 3 3 1 3 1

非
製
造
業

　非製造業　計 78 29 39 29 26 8 11

　　運輸業 5 3 1 2 2 0 1

　　建設業 37 14 18 15 15 5 6

　　卸・小売業 10 5 3 2 1 1 2

　　サービス業 26 7 17 10 8 2 2
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５．育児・介護休業制度
　過去も含めた育児休業又は介護休業の取得に関する設問、休業を取得した従業員
の代替要員に関する設問、新たに創設された「産後パパ育休」に関する設問、それ
ぞれに対する回答は以下の結果となった。
　和歌山県における育児休業を取得した正社員の従業員は、男性・女性ともに全国
の取得割合の約半分程度になっている。また、従業員の代替要員については、全国
と同様に半数以上が現在の人員で対応しているようである。

図表５－１①　育児休業を取得した従業員

図表５－１②　介護休業を取得した従業員

図表５－１③　育児休業・介護休業を取得した従業員の代替要員

図表５－１④　出産時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者に対する対応

事務所数 正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

全　国 17,305 1,347 4,925 9 1,075 3 23 6 140 7 24
7.8% 28.5% 0.1% 6.2% 0.0% 0.1% 0.0% 0.8% 0.0% 0.1%

和歌山県 394 16 56 － 17 － － － 1 － 2
4.1% 14.2% 4.3% 0.3% 0.5%

事務所数 正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

全　国 17,305 434 488 16 160 － 1 39 47 1 5
2.5% 2.8% 0.1% 0.9% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 0.0%

和歌山県 394 6 3 － 3 － － 1 － － －1.5% 0.8% 0.8% 0.3%

事務所数
他の部署の従業
員・役員による
代替、兼務

関連会社から

の人員応援
派遣の活用

パートタイマー、
アルバイト
を雇い入れる

正規従業員

を採用

現在の人員で

対応した
その他

全　国 6,938 1,630 81 861 890 767 4,273 253
23.5% 1.2% 12.4% 12.8% 11.1% 61.6% 3.6%

和歌山県 92 22 1 11 11 11 49 5
23.9% 1.1% 12.0% 12.0% 12.0% 53.3% 5.4%

事務所数
対象者の把握

に努めている

対象者に制度の
説明と取得勧奨
をしている

就業規則、労使協
定など現行制度を
改正する（した）

説明会、掲示等で
社内全体へ制度を
周知する（した）

取得促進のために

手当を支給する
その他

制度の内容が

分からない

特に実施していない

（予定もない）

全　国 15,862 3,801 1,452 3,525 1,448 110 750 701 7,144
24.0% 9.2% 22.2% 9.1% 0.7% 4.7% 4.4% 45.0%

和歌山県 379 82 25 33 13 2 13 34 213
21.6% 6.6% 8.7% 3.4% 0.5% 3.4% 9.0% 56.2%
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 ６．人材育成と職業訓練    
		（１）人材育成のため従業員に対し行っている教育訓練	
　従業員に対して行っている職業訓練の内容は、和歌山県・全国ともに「必要に応
じたＯＪＴの実行」が最も多く、次いで「自社内での研修会・勉強会の開催」とい
う結果であった。
　しかし、次に多い回答は、全国では「民間の各種セミナー等への派遣」となって
いるが、和歌山県では「特に実施していない」となっており、ほとんどの教育訓練
の項目において全国よりやや低い結果となっている。	 	 	 	 	

図表６－１　従業員に対し行っている教育訓練［複数回答］ 　  （％）
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		（２）付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容	
　付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容は、和歌山県・全国
ともに「各種資格の取得」が最も多く、次いで「職階（初任者、中堅社員、管理職）
に応じた知識・技能」、「新技術開発、新商品開発、研究」という結果であった。
　その他の訓練や研修においても下図にあるように、和歌山県と全国の実施割合に
ほとんど差はなく、教育訓練や研修においては地域差がないと推察される。

図表６－２　教育訓練・研修の内容［複数回答］ 　（％）
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７．販売価格への転嫁状況
		（１）原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況	 	 	
　原材料や人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況では、和歌山県では
「価格の引上げ（転嫁）に成功した」が最も多く、次いで「価格引上げの交渉中」となっ
たが、全国では「価格引上げの交渉中」が最も多く、次いで「価格の引上げ（転嫁）
に成功した」という結果であった。
　和歌山県の製造業と非製造業を比較してみると、転嫁状況に大きな差がでており、
全国の製造業と非製造業の状況を確認したところ、製造業での「転嫁済み・交渉中」
の割合が全国より高く、非製造業では「転嫁できなかった・対応未定」の割合が全
国より高いという結果で、特に非製造業の「対応未定」の割合には全国と大きな差
があった。
	 	 	 	 	
図表７－１　販売・受注価格への転嫁状況  （％）
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		（２）原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容	 	 	 	
　原材料や人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況では、和歌山県では
「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」の割合は全国より高いが、「人件費引上げ
分の転嫁を行った（行う予定）」と「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」は全
国より低く、若干ではあるが全国より転嫁が進んでいない可能性がある。
図表７－２　販売価格への転嫁の内容［複数回答］　 （％）

		（３）一年前と比べた価格転嫁の状況	 	 	 	
　一年前と比べてどの程度の価格転嫁ができているかという設問に対し、「１０％
未満」と「１０～３０％未満」で全国と差が出ているが、「３０％未満」の合計値
でみると和歌山県・全国ともに約８０％となっており、一年前と比べた価格転嫁の
状況に全国と大きな差はないと推察される。
図表７－３　一年前と比べた価格転嫁の状況 （％）
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８．賃金改定
		（１）賃金改定の実施状況	 	 	 	 	 	
　令和４年１月１日から同年７月１日までの賃金改定の実施状況について、「引上
げた」が４３．８％、「７月以降に引上げる予定」が１０．９％、「引上げた」と「７
月以降に引上げる予定」の合算値で５４．７％という結果となった。
　全国では「引上げた」が５０．６％、「７月以降に引上げる予定」が１１．３％、「引
上げた」と「７月以降に引上げる予定」の合算値で６１．９％となっており、和歌
山県は全国に比べて賃上げを実施する事業者がやや少ない結果となった。
　しかし、前年度の調査結果と比較したところ「引上げた」と回答した割合は、和
歌山県・従業員数別・製造業・非製造業・全国の全てで約５％から１０％増加して
おり、全国的に賃上げする事業者が増えている結果となっている。

図表８－１　賃金改定の実施状況  （％）
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		（２）平均昇給額及び昇給率	 	 	 	 	 	
　常用労働者の改定後の平均賃金は単純平均で２６８，５８６円、加重平均で
２７２，７５３円、平均昇給額は単純平均で８，２７６円、加重平均で７，０８９円、
昇給率は単純平均で３．１８％、加重平均で２．６７％という結果となった。
　全国の昇給率は単純平均で２．７１％、加重平均で２．４７％となっており、和歌
山県は全国に比べて昇給率が良い結果となっている。

図表８－２　平均昇給額及び昇給率 　　　 （％）

※単純平均とは、賃金改定後の額を単純に足して平均値を集計する方法で、一企業
あたりの賃金の平均額

※※加重平均とは、賃金改定の影響を受ける従業員の数を計算に反映させた、実際
の賃金改定後の平均額

単純平均 加重平均
改定後の
賃金
（円）

昇給額

（円）

昇給率

（円）

改定後の
賃金
（円）

昇給額

（円）

昇給率

（円）
和歌山県 268,586 8,276 3.18 272,753 7,089 2.67

　　１　～　　　９人 262,817 9,684 3.83 264,961 9,367 3.66
　１０　～　　２９人 274,281 7,262 2.72 276,451 6,530 2.42
　３０　～　　９９人 267,055 7,332 2.82 272,017 6,632 2.50
１００　～　３００人 276,017 8,432 3.15 272,479 7,556 2.85

製

造

業

　製造業　計 253,903 7,215 2.92 269,600 7,186 2.74
　　食料品 250,446 6,755 2.77 245,974 5,189 2.16
　　繊維工業 203,629 9,090 4.67 220,754 5,782 2.69
　　木材・木製品 248,319 6,934 2.87 263,769 8,121 3.18
　　印刷・同関連 261,295 2,830 1.09 260,611 2,996 1.16
　　窯業・土石 291,911 6,962 2.44 289,150 6,876 2.44
　　化学工業 272,869 5,281 1.97 290,290 5,588 1.96
　　金属、同製品 273,762 8,934 3.37 262,259 9,037 3.57
　　機械器具 276,322 8,894 3.33 258,300 6,688 2.66
　　その他 241,598 6,495 2.76 293,169 10,661 3.77

非
製
造
業

　非製造業　計 285,169 9,475 3.44 279,344 6,888 2.53
　　運輸業 231,367 5,000 2.21 230,487 5,107 2.27
　　建設業 304,297 10,262 3.49 298,788 7,541 2.59
　　卸・小売業 263,953 10,508 4.15 262,079 11,378 4.54
　　サービス業 276,995 8,560 3.19 266,869 5,149 1.97
　全　　国 259,219 6,840 2.71 261,863 6,313 2.47
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		（３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容
　賃金改定の内容について、和歌山県では「定期昇給」が５７．４％と最も多く、
次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が３４．３％という結果と
なった。
　全国でも「定期昇給」が５６．３％と最も多く、次いで「基本給の引上げ（定期
昇給制度のない事業所）」が３３．７％となっており、その他の項目でも和歌山県と
全国に大きな差はない。
　昨年度の調査結果と比較すると、和歌山県・全国ともに「定期昇給」の割合が減
少しており、「ベースアップ」及び「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」
の割合が増加している。

図表８－３　賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容  （％）
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		（４）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定要素
　賃金改定を決定する際に重視した要素について、和歌山県では「企業の業績」が
５９．８％と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」が５４．４％という結果となった。
　全国では「労働力の確保・定着」が５９．２％と最も多く、次いで「企業の業績」
が５６．４％となっており、その他の項目でも和歌山県と全国に大きな差はない。
　昨年度の調査結果をみても、和歌山県では「企業の業績」が最も多いのに対し、
全国では「労働力の確保・定着」が最も多いため、全国的には「労働力の確保・定
着」を重視する事象所が多いと推察される。

図表８－４　賃金改定の決定要素［複数回答］  （％）
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９．労働組合の有無
　労働組合の有無について、「ある」と回答した事業所は和歌山県では８．１％、全
国では７．１％となっている。
　業種別では、「製造業」が８．０％、「非製造業」が８．１％となっている。
　昨年度の調査項目と比較すると、増加している項目と減少している項目があるが、
昨年度も和歌山県・全国ともに９割以上の事業所が「ない」と回答している。

図表９－１　労働組合の有無  （％）
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